
施工体制台帳記入要領
１ 自社（元請）に関すること

(1)作成者

発注者から直接建設工事を請け負った建設業者（以下「元請」という。）が作成する。
作成時期は、下請金額にかかわらず下請契約を締結した時点である。
(2)「会社名」欄には、元請の商号又は名称を記入する。

(3)「事業所名」欄は、空欄とする。
(4)「建設業の許可」欄には、許可を受けた業種をすべて記入する。

　　＊建設業の許可は５年更新
(5)「工事名称及び工事内容」欄

工事名称は、保全公社と締結した工事請負契約書記載の工事名を記入する。
工事内容は、受注工事の規模等が判別できる内容を記入する（工事内訳の要約等）。
  (6)「発注者名及び住所」欄

発注者名は、「公益財団法人　横浜市建築保全公社」と記入する。
住所は「横浜市中区本町３丁目30－７」と記入する。
(7)「工期」欄には、建築保全公社と締結した工事請負契約書記載の工期を記入する。

(8)「契約日」欄には、建築保全公社と締結した工事請負契約書記載の契約日を記入する。

　　＊工期の自には、契約締結日を記入する（着手日ではない）。
(9)「契約営業所」欄
「元請契約」欄には、建築保全公社と当該請負契約を締結した営業所の名称及び住所を記入する。
「下請契約」欄には、１次下請契約を締結した営業所の名称及び住所を記入する。
　＊元請契約と同一営業所で下請契約を締結した時は「同上」と記入する。
(10)「保険加入の有無」欄には、各保険の適用を受ける営業所について届出を行っている場合には、「加入」、行っていない場合（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未加入」、従業員規模等により各保険の適用が除外される場合は「適用除外」を〇で囲む。

(11)「営業所の名称」欄には、元請契約に係る営業所の名称及び下請契約に係る営業所の名称を記入する。

(12)「健康保険」欄には、事業所整理番号及び事業所番号（健康保険組合にあたっては組合名）を記入する。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記入する。

法人の場合　　→　常用労働者の人数に係らず加入義務あり
協会健保、健康保険組合（神奈川県電設健康保険組合等）、
年金事務所（社会保険事務所）の適用除外承認を受けた国民健康保険組合
　　個人事業主の場合→常用労働者５人以上で加入義務あり
　　　　　　　　　　　常用労働者１～４人の場合加入義務なし（適用除外）
　　　　　　　　　　　　
 (13)「厚生年金保険」欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記入する。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記入する。

法人の場合　　→　常用労働者の人数に係らず加入義務あり
　　　
　　個人事業主の場合→常用労働者５人以上で加入義務あり
　　　　　　　　　　　常用労働者１～４人の場合加入義務なし（適用除外）
(14)「雇用保険」欄には、労働保険番号を記入する。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、本店の労働保険番号を記入する。

法人の場合　　→　常用労働者の人数に係らず加入義務あり
　　　　　　　　　　 ただし、代表者、役員等は適用除外
　 個人事業主の場合→常用労働者が一人でも居たら加入義務あり
　　　　　　　　　　 ただし、事業主、一人親方は適用除外
(15)「発注者の監督員名」欄及び「権限及び意見申出方法」欄

「発注者の監督員名」欄には、保全公社の監督職員の氏名を記入する。
「権限及び意見申出方法」欄には、「契約書記載の通り」と記入する。
(16)「監督員名」欄及び「権限及び意見申出方法」欄

「監督員名」欄には、一次下請を監督するため作成建設業者（元請）が監督員を置く場合に記入する。その権限が現場代理人に委任されている場合は「現場代理人名」を記載する。
「権限及び意見の申出方法」欄は、契約書や通知書に定められている場合は、その旨を記入する(契約書記載の通り等）。これによらない場合は具体的に記入する。
「権限及び意見申出方法」欄の記入例
・権限：下請契約書第○条記載のとおり、別添通知書のとおり など

・意見申出方法：文書による
(17)「現場代理人名」欄及び「権限及び意見申出方法」欄

「現場代理人名」欄には、現場代理人の氏名を記入する。
「権限及び意見申出方法」欄には、「契約書記載の通り」と記入する。
(18)「監理技術者名・主任技術者」欄及び「資格内容」欄

「監理技術者名・主任技術者」欄には、元請の監理技術者又は主任技術者の氏名を記入する。また、「専任・非専任」のいずれかを○で囲む。
「資格内容」欄の記入例
・監理技術者　第○○○○○号
・資格等による場合「１級管工事施工管理技士」等。
・経験年数による場合 ○○卒（○○学科）５年以上の実務経験

＊指定建設業（土木、建築、管、鋼構造、舗装、電気、造園）の監理技術者は、監理技術者資格証の所持者に限定される。
(19)「専門技術者名」欄には、元請の専門技術者の氏名を記入すること。

主任技術者とは別の技術者である。請け負った工事に付帯する別の専門分野の工事があり、直接施工する場合（電気工事のみの許可を受けている元請会社が、付帯する足場組み立てを行う場合等）に、主任技術者の資格要件を満たす者を専門技術者として選任し、そのものの氏名を記載する（建設業法第26 条の２）。主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格を有する場合は専門技術者を兼ねることができる。
(20)「外国人建設就労者の従事の状況」欄は、外国人建設就労者の従事の有無を〇で囲む。

(21)「外国人技能実習生の従事の状況」欄は、外国人技能実習生の従事の有無を〇で囲む。
２ 下請負人に関する事項

(1)「会社名」欄、「代表者名」欄及び「住所電話番号」欄

１次下請負人に関して記入する。
(2)「工事名称及び工事内容」欄

元請から１次下請負人に付した工事について記入する。
工事名称は、１次下請負人との間の下請契約書記載の工事名を記入する。
工事内容は、下請工事の規模等が判別できる内容を記入する（工事内訳の要約等）。
照明器具○○台取付工事、分電盤○面改修工事、コア抜き○箇所、掘削埋戻し○㎥等
(3)「工期」欄及び「契約日」欄

元請と１次下請負人と交わした契約書、請書の契約日、工期を記入する。
(4) 「建設業の許可」欄には、許可を必要とする工事にあっては１次下請工事の施工に必要な許可業種を記入する。すべての許可業種を記入する必要はない。

　＊建設業許可を保有していない場合は斜線で消す。（許可の無い業者は500 万円以上の工事を請負えない）
(5) 「保険加入の有無」欄には、各保険の適用を受ける営業所について届出を行っている場合には「加入」、行っていない場合（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未加入」、従業員規模等により各保険の適用が除外される場合は「適用除外」を〇で囲むこと。
(6)「営業所の名称」欄には、請負契約に係る営業所の名称を記入すること。

(7)「健康保険」欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあたっては組合名）を記入すること。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理番号及び事業所番号を記入すること。

　法人の場合　　→　常用労働者の人数に係らず加入義務あり
協会健保、健康保険組合（神奈川県電設健康保険組合等）、年金事務所（社会保険事務所）の適用除外承認を受けた国民健康保険組合
　個人事業主の場合→常用労働者５人以上で加入義務あり
　　　　　　　　　　常用労働者１～４人の場合加入義務なし（適用除外）
 (8)「厚生年金保険」欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記入すること。

　　
法人の場合　　→　常用労働者の人数に係らず加入義務あり
　　　
　　個人事業主の場合→常用労働者５人以上で加入義務あり
　　　　　　　　　　　常用労働者１～４人の場合加入義務なし（適用除外）
(9)「雇用保険」欄には、労働保険番号を記入すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、本店の労働保険番号を記入すること。

　　
法人の場合　　→　常用労働者の人数に係らず加入義務あり
　　　　　　　　　　ただし、代表者、役員等は適用除外

　個人事業主の場合→常用労働者が一人でも居たら加入義務あり

　　　　　　　　　　ただし、事業主、一人親方は適用除外
(10)「現場代理人名」欄及び「権限及び意見申出方法」欄

「現場代理人名」欄には、一次下請会社の当該施工を担当する現場責任者の氏名を記載する。
「権限及び意見申出方法」欄には、「契約書記載の通り」と記入する。
(11)「主任技術者名」欄には、１次下請負人の主任技術者の氏名を記入すること(建設業の許可を有する請負人は技術者を配置しなければならない)。また、「専任・非専任」のいずれかを○で囲むこと。

(12)「専門技術者名」欄には、１次下請負人の専門技術者の氏名を記入すること。

(13)「安全衛生責任者名」欄には、１次下請負人の安全衛生責任者の氏名を記入すること。

当該場所の労働者数が常時50 人以上（ずい道、橋梁、圧気工法は常時30 人以上）
であり、統括安全衛生責任者を選任すべき事業者以外の請負人で当該仕事を自ら行うものは、安全衛生責任者を選任しなくてはならない。
(14)「安全衛生推進者名」欄には、１次下請負人の安全衛生推進者の氏名を記入すること。

安全管理者及び衛生管理者の選任が義務付けられていない10 人以上50 人未満

（常時使用する労働者数）の小規模事業場の安全衛生管理体制を明確にし、安全衛生
水準の向上を図るために安全衛生推進者の選任が義務付けられている。
(15)「雇用管理責任者名」欄には、１次下請負人の雇用管理責任者の氏名を記入すること。

雇用管理責任者は、事業場ごとに選任しなければならない。
(建設労働者の雇用の改善等に関する法律第５条）
(16)「外国人建設就労者の従事の状況」欄は、外国人建設就労者の従事の有無を〇で囲む。

(17)「外国人技能実習生の従事の状況」欄は、外国人技能実習生の従事の有無を〇で囲む。
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